
 

 

金融サービスの利用者の利便の向上及び保護を図るための 

金融商品の販売等に関する法律等の一部を改正する法律案要綱 

 

 金融サービスの利用者の利便の向上及び保護を図るため、金融サービス仲介業の創

設、第一種資金移動業等の種別を設ける等の資金移動業に関する規制の整備等の措置

を講ずる必要がある。このため、金融商品の販売等に関する法律その他の関係法律の

整備等を行うこととする。 

 

一 金融商品の販売等に関する法律の一部改正（第１条関係） 

 １．題名等 

  ⑴ 題名の改正 

    金融商品の販売等に関する法律の題名を「金融サービスの提供に関する法

律」に改めることとする。 

 

  ⑵ 目的の改正 

    この法律は、金融商品販売業者等が金融商品の販売等に際し顧客に対して説

明をすべき事項、金融商品販売業者等が顧客に対して当該事項について説明を

しなかったこと等により当該顧客に損害が生じた場合における金融商品販売

業者等の損害賠償の責任その他の金融商品の販売等に関する事項を定めると

ともに、金融サービス仲介業を行う者について登録制度を実施し、その業務の

健全かつ適切な運営を確保することにより、金融サービスの提供を受ける顧客

の保護を図り、もって国民経済の健全な発展に資することを目的とすることと

する。          （金融サービスの提供に関する法律第１条関係） 

 

 ２．金融サービス仲介業の創設 

  ⑴ 業務範囲 

    「金融サービス仲介業」を「預金等媒介業務」「保険媒介業務」「有価証券等

仲介業務」「貸金業貸付媒介業務」のいずれかを業として行うこととし、それ

ぞれの業務について、顧客に対し高度に専門的な説明を必要とする金融サービ

スの取扱いを含めないこととする。 

                （金融サービスの提供に関する法律第 11 条関係） 

 

  ⑵ 登録制の導入 

   ① 金融サービス仲介業は、内閣総理大臣の登録を受けた者でなければ行って

はならないこととする。 （金融サービスの提供に関する法律第 12 条関係） 

 

   ② 金融サービス仲介業の登録手続、登録の拒否事由等を定めることとする。 

           （金融サービスの提供に関する法律第 13 条～第 16 条関係） 



 

 

 

   ③ 情報通信技術を利用して金融サービス仲介業務を行う金融サービス仲介

業者は、一定の要件を満たす場合、銀行法上の登録を受けることなく、電子

決済等代行業を行うことができる旨の特例を設けることとする。 

                （金融サービスの提供に関する法律第 18 条関係） 

 

   ④ 金融サービス仲介業者は保証金を供託しなければならないこととし、所要

の規定を設けることとする。 

                （金融サービスの提供に関する法律第 22 条関係） 

 

  ⑶ 業務に関する規定の整備 

   ① 金融サービス仲介業者並びにその役員及び使用人は、顧客に対して誠実か

つ公正にその業務を遂行しなければならないこととする。 

                （金融サービスの提供に関する法律第 24 条関係） 

 

   ② 金融サービス仲介業者は、顧客から求められたときは、金融サービス仲介

業務に関して当該金融サービス仲介業者が受ける手数料、報酬等を明らかに

しなければならないこととする。 

                （金融サービスの提供に関する法律第 25 条関係） 

 

   ③ 金融サービス仲介業者は、その金融サービス仲介業務に係る重要な事項の

顧客への説明、取得した顧客に関する情報の適正な取扱いその他の措置を講

じなければならないこととする。 

                （金融サービスの提供に関する法律第 26 条関係） 

 

   ④ 金融サービス仲介業に関して金融サービス仲介業者が顧客から金銭その

他の財産の預託を受けること等を原則禁止することとする。 

                （金融サービスの提供に関する法律第 27 条関係） 

 

   ⑤ 金融サービス仲介業者が行う業務の種別に応じて、それぞれ銀行法、保険

業法、金融商品取引法又は貸金業法の規制を準用することとする。 

           （金融サービスの提供に関する法律第 29 条～第 32 条関係） 

 

  ⑷ 経理に関する規定の整備 

    金融サービス仲介業者は帳簿書類及び事業報告書の作成等をしなければな

らないこととする。 

           （金融サービスの提供に関する法律第 33 条、第 34 条関係） 

 



 

 

  ⑸ 監督規定等の整備 

    金融サービス仲介業者等に対し、報告又は資料の提出命令、立入検査、業務

改善命令、登録の取消し、登録の抹消等の監督規定の整備を行うこととする。 

           （金融サービスの提供に関する法律第 35 条～第 39 条関係） 

 

  ⑹ 認定金融サービス仲介業協会に関する規定の整備 

    金融サービス仲介業者が設立した一般社団法人であって、金融サービス仲介

業務の適正の確保等を目的とすること等の要件に該当すると認められるもの

を、法令遵守のための会員に対する指導等を行う者として認定することができ

ることとするなど、認定金融サービス仲介業協会に関する規定を設けることと

する。     （金融サービスの提供に関する法律第 40 条～第 50 条関係） 

 

  ⑺ 金融サービス仲介業者に対する指定紛争解決機関に関する規定の整備 

    内閣総理大臣による紛争解決機関の指定制度を設けるとともに、指定要件、

指定に当たっての法務大臣の協議その他の所要の規定を整備することとする。 

           （金融サービスの提供に関する法律第 51 条～第 73 条関係） 

 

  ⑻ 罰則 

    金融サービス仲介業者に関し、所要の罰則規定の整備を行うこととする。 

           （金融サービスの提供に関する法律第 85 条～第 102 条関係） 

 

 ３．その他 

   その他所要の規定の整備を行うこととする。 

 

二 金融商品取引法の一部改正（第３条関係） 

 １．金融商品取引業の登録等の拒否事由の追加 

   金融商品取引業の登録等の拒否事由に、金融サービス仲介業の登録（有価証券

等仲介業務の種別に係るものに限る。）を取り消され、５年を経過しない者等を

追加することとする。  （金融商品取引法第 29 条の４、第 33 条の５等関係） 

 

 ２．金融サービス仲介業の登録を受けた場合の届出 

   金融商品仲介業者等が金融サービス仲介業者の登録（有価証券等仲介業務の種

別に係るものに限る。）を受けたときに、当該登録を受けた者はその旨の届出を

しなければならないこととし、兼業関係の整理に関する規定を整備することとす

る。           （金融商品取引法第 50 条の２、第 66 条の 19 関係） 

 

 ３．店頭デリバティブ取引情報の報告に係る報告先の一本化 

   金融商品取引業者等による店頭デリバティブ取引情報の報告について、取引情



 

 

報蓄積機関に当該情報を提供する形に一本化することとする。 

              （金融商品取引法第 156 条の 63～第 156 条の 66 関係） 

 

 ４．その他 

   その他所要の規定の整備を行うこととする。 

 

三 銀行法の一部改正（第９条関係） 

 １．銀行等の子会社対象会社への金融サービス仲介業者の追加 

   銀行等の子会社対象会社に、有価証券等仲介業務等を専ら営む金融サービス仲

介業者を追加することとする。         （銀行法第 16 条の２等関係） 

 

 ２．金融サービス仲介業の登録を受けた場合の届出 

   銀行代理業者が金融サービス仲介業の登録（預金等媒介業務の種別に係るもの

に限る。）を受けたときに、当該登録を受けた者はその旨の届出をしなければな

らないこととし、兼業関係の整理に関する規定を整備することとする。 

                         （銀行法第 52 条の 52 関係） 

 

 ３．電子決済等代行業の登録の拒否事由の追加 

   電子決済等代行業の登録の拒否事由に、金融サービスの提供に関する法律に基

づく電子決済等代行業の廃止の命令を受けた場合等を追加することとする。 

                       （銀行法第 52 条の 61 の５関係） 

 

 ４．その他 

   その他所要の規定の整備を行うこととする。 

 

四 保険業法の一部改正（第 11 条関係） 

 １．保険会社等の子会社対象会社への金融サービス仲介業者の追加 

   保険会社等の子会社対象会社に、有価証券等仲介業務等を専ら営む金融サービ

ス仲介業者を追加することとする。       （保険業法第 106 条等関係） 

 

 ２．金融サービス仲介業の登録を受けた場合の届出 

   特定保険募集人及び保険仲立人が金融サービス仲介業の登録（保険媒介業務の

種別に係るものに限る。）を受けたときに、当該登録を受けた者はその旨の届出

をしなければならないこととし、兼業関係の整理に関する規定を整備することと

する。                （保険業法第 280 条、第 290 条関係） 

 

 ３．特定保険募集人及び保険仲立人等の登録の拒否事由の追加 

   特定保険募集人及び保険仲立人等の登録の拒否事由に、金融サービス仲介業の



 

 

登録（保険媒介業務の種別に係るものに限る。）を取り消された場合等を追加す

ることとする。           （保険業法第 279 条、第 289 条等関係） 

 

 ４．その他 

   その他所要の規定の整備を行うこととする。 

 

五 農業協同組合法、水産業協同組合法、協同組合による金融事業に関する法律、信

用金庫法、長期信用銀行法、労働金庫法、貸金業法、農林中央金庫法、株式会社商

工組合中央金庫法の一部改正 

          （第２条、第４条～第８条、第 10 条、第 12 条、第 13 条関係） 

 １．信用金庫連合会等の子会社対象会社への金融サービス仲介業者の追加 

   信用金庫連合会等の子会社対象会社に、有価証券等仲介業務等を専ら営む金融

サービス仲介業者を追加することとする。 （信用金庫法第 54 条の 23 等関係） 

 

 ２．金融サービス仲介業の登録を受けた場合の届出 

   信用金庫代理業者等が金融サービス仲介業者の登録（預金等媒介業務の種別に

係るものに限る。）を受けたときに、当該登録を受けた者はその旨の届出をしな

ければならないこととし、兼業関係の整理に関する規定を整備することとする。 

                         （信用金庫法第 89 条等関係） 

 

 ３．その他 

   その他所要の規定の整備を行うこととする。 

 

六 資金決済に関する法律の一部改正（第 14 条関係） 

 １．為替取引に関する規定の整備 

   金銭債権を有する受取人からの委託により、債務者から弁済として資金を受け

入れ、受取人に当該資金を移動させる行為等であって、受取人が個人であること

等の一定の要件を満たすものは、為替取引に該当するものとすることとする。 

                   （資金決済に関する法律第２条の２関係） 

 

 ２．前払式支払手段に関する規定の整備 

  ⑴ 利用者の保護等に関する措置 

    前払式支払手段発行者は、前払式支払手段の利用者の保護を図り、及び前払

式支払手段の発行の業務の健全かつ適切な運営を確保するために必要な措置

を講じなければならないこととする。 （資金決済に関する法律第 13 条関係） 

 

  ⑵ 委託先に対する指導 

    前払式支払手段発行者は、前払式支払手段の発行の業務の一部を第三者に委



 

 

託をした場合には、当該委託に係る業務の委託先に対する指導等の当該業務の

適正かつ確実な遂行を確保するために必要な措置を講じなければならないこ

ととする。           （資金決済に関する法律第 21 条の２関係） 

 

  ⑶ 業務改善命令 

    前払式支払手段発行者の前払式支払手段の発行の業務の健全かつ適切な運

営を確保するために必要があると認めるときは、その必要の限度において、当

該前払式支払手段発行者に対し、業務の運営の改善に必要な措置等の監督上必

要な措置をとるべきことを命ずることができることとする。 

                     （資金決済に関する法律第 25 条関係） 

 

 ３．資金移動業に関する規制の整備 

  ⑴ 資金移動業の種別の創設 

    資金移動業に、「第一種資金移動業」「第二種資金移動業」「第三種資金移動

業」の種別を設けることとする。 （資金決済に関する法律第 36 条の２関係） 

 

  ⑵ 業務実施計画の認可 

    資金移動業者は、第一種資金移動業を営もうとするときは、業務実施計画を

定め、認可を受けなければならないこととする。 

                   （資金決済に関する法律第 40 条の２関係） 

 

  ⑶ 変更登録等 

    資金移動業者は、資金移動業の種別の変更をしようとするときは、変更登録

を受けなければならないこととするとともに、資金移動業の内容及び方法のう

ち、利用者の保護に欠け、又は資金移動業の適正かつ確実な遂行に支障を及ぼ

すおそれが大きいものの変更をしようとするときは、その旨を届け出なければ

ならないこととする。        （資金決済に関する法律第 41 条関係） 

 

  ⑷ 履行保証金の供託等に関する規制の整備 

   ① 資金移動業者は、資金移動業の種別ごとに、種別に応じて定める期間内に

履行保証金を供託し、又は履行保証金保全契約若しくは履行保証金信託契約

の締結をしなければならないこととし、履行保証金信託契約について、承認

制を届出制に改め、履行保証金の供託又は履行保証金保全契約との併用を可

能とすることとする。  （資金決済に関する法律第 43 条～第 45 条関係） 

 

   ② 二以上の種別の資金移動業を営む資金移動業者であって、その営む種別の

全部又は一部について履行保証金の供託に係る種別ごとの算定期間等が同

一である者は、当該種別について、一括して履行保証金の供託等をすること



 

 

ができることとする。     （資金決済に関する法律第 58 条の２関係） 

 

  ⑸ 預貯金等による管理 

   ① 第三種資金移動業を営む資金移動業者は、預貯金等管理割合等を記載した

届出書を提出したときは、履行保証金の全部又は一部の供託をしないことが

できることとし、未達債務の額に預貯金等管理割合を乗じて得た額以上の額

に相当する額の金銭を預貯金等により管理しなければならないこととする。 

                （資金決済に関する法律第 45 条の２第１項関係） 

 

   ② 預貯金等管理割合等を記載した届出書を提出した第三種資金移動業を営

む資金移動業者は、預貯金等による管理の状況及び財務に関する書類につい

て、公認会計士等の監査を受けなければならないこととする。 

        （資金決済に関する法律第 45 条の２第２項、第 53 条第３項関係） 

 

  ⑹ 為替取引に関し負担する債務の制限等 

   ① 資金移動業者は、利用者から受け入れた資金のうち為替取引に用いられる

ことがないと認められるものを保有しないための措置を講じなければなら

ないこととする。         （資金決済に関する法律第 51 条関係） 

 

   ② 第一種資金移動業を営む資金移動業者は、各利用者に対し、移動する資金

の額等が明らかでない為替取引に関する債務を負担してはならず、資金の移

動に関する事務を処理するために必要な期間等を超えて為替取引に関する

債務を負担してはならないこととする。 

                   （資金決済に関する法律第 51 条の２関係） 

 

   ③ 第三種資金移動業を営む資金移動業者は、各利用者に対し、一定の額を超

える額の為替取引に関する債務を負担してはならないこととする。 

                   （資金決済に関する法律第 51 条の３関係） 

 

  ⑺ 登録の取消し等 

    登録の取消し等の事由に、不正の手段により変更登録を受けたとき、認可を

受けた業務実施計画によらないで第一種資金移動業を営んだとき等を追加す

ることとする。           （資金決済に関する法律第 56 条関係） 

 

  ⑻ 罰則 

    所要の罰則規定の整備を行うこととする。 

           （資金決済に関する法律第 107 条～第 109 条、第 112 条、 

                          第 114 条、第 115 条関係） 



 

 

 

 ４．その他 

   その他所要の規定の整備を行うこととする。 

 

七 その他 

 １．施行期日 

   この法律は、公布の日から起算して１年６月を超えない範囲内において政令で

定める日から施行することとする。ただし、金融商品取引法の一部改正のうち店

頭デリバティブ取引情報の報告に係る報告先の一本化及び資金決済に関する法

律の一部改正に係る規定は、公布の日から起算して１年を超えない範囲内におい

て政令で定める日から施行することとする。       （附則第１条関係） 

 

 ２．経過措置等 

  ① 所要の経過措置等を定めることとする。 

  ② 金融商品の販売等に関する法律等の改正に伴い、関係法律の改正を行うこと

とする。 


